
証券コード 5282

平成30年６月５日

株 主 各 位
東京都文京区小石川一丁目28番１号

代表取締役社長 端 山 真 吾

第49回定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申し上げます。

　さて、当社第49回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議決権を行使することが出来ま

すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書

用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月26日（火曜日）午後５時30

分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

１．日 時 平成30年６月27日（水曜日）午前10時

２．場 所 東京都文京区小石川一丁目28番１号

小石川桜ビル ６階 当社本社会議室

(末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項　１. 第49期（自平成29年４月１日 至平成30年３月31日）事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監

査結果報告の件

　２. 第49期（自平成29年４月１日 至平成30年３月31日）計算書類

報告の件

― 1 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月18日 17時05分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役８名選任の件

第４号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申し上げます。

◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」及び

「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づ

き、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.geostr.co.jp）に掲載して

おりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。なお、本招集ご

通知の添付書類に記載しております連結計算書類及び計算書類は、会計監査人及び

監査役が会計監査報告及び監査報告の作成に際して監査した連結計算書類及び計算

書類の一部であります。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が生じた場合

は、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.geostr.co.jp）に掲載させ

ていただきます。

― 2 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月18日 17時05分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　（添付書類）

事 業 報 告

（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

　

１．企業集団の現況に関する事項
　(1) 当連結会計年度の事業の状況

　 ① 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出や国内需要が引き続き好調なこ

とから鉱工業生産が堅調に推移し、雇用・所得環境の改善を背景に個人消費も

底堅く推移するなど、緩やかに回復してきました。また、今後の景気動向につ

いても引き続き堅調な推移が見込まれますが、一部の国・地域における政治情

勢や通商問題、金融資本市場の変動等によっては景気が下振れするリスクもあ

り、それらの動向・影響等について留意を要する状況にあります。

　当社グループの属する土木業界につきましては、公共投資は底堅く推移し、

インフラ関連投資も引き続き一定規模の投資が見込まれる情勢にあり、安定し

た事業環境が続いております。しかしながら、競合他社の能力増強に加え、建

設技能労働者及び輸送従事労働者は依然不足傾向にあり、先行きについては予

断を許さない状況が続いております。

　このような状況下、当社グループは、全工場の操業最大化を実現するため、

各工場の設備投資、整流化対策、相互連携強化に取り組み、全社最適生産を推

進すると共に、徹底した原価低減対策を継続的に実行し、収益の上積みに努め

ました。また、セグメント新規案件への対応力向上に向け、推し進めてまいり

ました茨城工場及び東松山工場の設備対策工事も完了し、本格生産に移行して

おります。こうしたグループを挙げた取組みを強化した結果、当連結会計年度

は、前連結会計年度を上回る業績を上げることができました。今後も、操業の

最大化・安定化と原価低減の双方から効果的な施策を立案・実行し、収益力の

向上を目指してまいります。

　当連結会計年度の業績は、大型プロジェクトを含めたセグメント製品が増加

したことから、売上高は336億40百万円（前連結会計年度比8.4％増）となりま

した。また、損益につきましては、増収による利益増に加えて、操業最大化に

向けた諸施策の積極推進、コスト削減の継続取り組みにより売上総利益率が改

善し、営業利益は33億87百万円（前連結会計年度比19.3％増）、経常利益は33億

87百万円（前連結会計年度比20.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は21

億98百万円（前連結会計年度比13.1％増）となりました。

　なお、当社の事業は土木事業単一となったため、事業区分別売上高及び営業

の状況は記載を省略しております。
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　 ② 設備投資の状況

　当連結会計年度中に実施した当社グループの設備投資の総額は、18億18百万

円となりました。当社茨城工場のセグメント設備対策工事が主なものでありま

す。

　 ③ 資金調達の状況

　当連結会計年度においては、設備投資及び運転資金の増加により、長短借入

金は７億37百万円増加しました。

　

　(2) 財産及び損益の状況

区 分
平成26年度
【第46期】

平成27年度
【第47期】

平成28年度
【第48期】

平成29年度
【第49期】

(当連結会計年度)

受 注 高(百万円) 51,044 21,890 43,152 31,097

売 上 高(百万円) 19,887 26,689 31,044 33,640

経常利益又は経常損失（△）(百万円) △276 1,142 2,812 3,387

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）

(百万円) △267 1,203 1,943 2,198

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）(円) △8.56 38.46 62.13 70.28

総 資 産(百万円) 26,340 28,800 31,558 34,270

純 資 産(百万円) 14,428 15,196 16,451 18,368

１ 株 当 た り 純 資 産 額 (円) 452.69 483.01 525.89 585.99
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　(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社の状況

　当社の親会社は新日鐵住金株式会社で、同社は当社の株式13,233千株（間接

所有504千株を含む。議決権比率42.3％）を保有しております。

　当社は親会社より合成セグメント等の生産を委託され、これを納入しており

ます。

　 ②親会社等との間の取引に関する事項

　当社は、親会社等との取引に関しては、市場等の客観的な情報をもとに合理

的な判断に基づき、公正且つ適正に取引条件を決定し、一般的な取引条件と同

様な決定がなされており、非支配株主に不利益を与えることがないよう、適切

に対応しております。

　また、当社の事業活動や経営判断においては、自主経営を行っており、事業

運営面において独立性を確保しており、当社取締役会としては、当該取引は当

社の利益を害さないものと判断しております。

　 ③重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

百万円 ％

ジオファクト株式会社 30 100.0
コンクリート製品の製造、金属加
工、鋼構造物工事

万シンガポールドル

GEOSTR-RV PTE.LTD. 650 51.0 コンクリートセグメントの販売

万マレーシアリンギット

GEOSTR RV (M) SDN.BHD. 1,720 100.0 コンクリートセグメントの製造

(注) GEOSTR RV (M) SDN.BHD.の議決権比率は、GEOSTR-RV PTE.LTD.による間接所有によるものであ
ります。

　 ④ 事業年度末日における特定完全子会社の状況

　該当事項はありません。
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　(4) 対処すべき課題

　当社グループの事業領域である土木業界においては、公共投資は底堅く推移し、

インフラ関連投資も引き続き一定規模の投資が見込まれ、安定した事業環境が続

いております。しかしながら、競合他社の能力増強に加え、建設技能労働者及び

輸送従事労働者の需給動向などから先行きは予断を許さない状況が続いておりま

す。

　このような状況下、全社員・グループ会社が一丸となり以下の重点課題に取り

組んでまいります。
　

　 ① 収益力向上に向けた取り組み

　親会社である新日鐵住金株式会社と営業連携強化を図り需要を確実に捕捉す

ると共に、全工場の稼働率の最大化及び安定操業を目指し、全社生産調整によ

る各工場の相互連携強化、並びに設備投資、整流化対策に取り組んでまいりま

す。同時に徹底した原価低減対策を実行し、更なる収益力の向上に向け努力し

てまいります。
　

　 ② 大型プロジェクトの出荷対応

　平成30年度より、大型道路プロジェクトの製品出荷が本格的に始まります。

　営業部門は、製品の効率的な輸送・出荷に向けて、運行管理システムにより

出荷業務を一括管理すると共に、輸送コストのミニマム化を図ってまいります。

また、当社製造部門と輸送委託会社が一体となり、万全の安全体制を整えて輸

送・出荷作業に臨んでまいります。

　 ③ 新規商品の開発・技術提案力の強化

　重点新規分野開拓のため、既存商品のブラッシュアップとハイブリッド建材

を中心とした差別化製品の開発、展開を進めてまいります。同時に当社が得意

とする大型・特殊製品の設計織り込みを可能とする技術提案力の強化に取り組

んでまいります。
　

　 ④ 海外事業の基盤整備

　海外子会社であるシンガポールのGEOSTR-RV PTE.LTD．及び同社子会社である

マレーシアのGEOSTR RV (M) SDN．BHD．の安定的収益確保に向けて営業力強化、

生産管理能力の向上に取り組みます。また、ジオスターグループの将来の中核

事業に育成するための基盤整備を着実に実行してまいります。
　

　ジオスターグループは「人の満足を支えること」を使命とし、国民の生活向

上に向けたインフラ整備の一翼の担い手として、社会から信頼される企業グル

ープであり続けるよう努めてまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援をお願い申し上げます。
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　(5) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

　土木用コンクリート・金属製品の製造販売並びに工事の請負を主な内容として

おり、主要取扱製品は、次のとおりであります。

事 業 区 分 製 品 系 列 製 品 名 用 途

土 木 事 業

セグメント
Ｒ Ｃ セ グ メ ン ト
スチールセグメント
合 成 セ グ メ ン ト

地下鉄道、地下道路、地下河川、上下水道、共同
溝等

Ｒ Ｃ 土 木

コンクリート矢板 排水路護岸、河川護岸、宅地造成の土留壁等

コンクリートスラブ 桟橋部材、水路蓋、橋梁等

ボックスカルバート
アーチカルバート
Ｌ 型 部 材
共同溝(ＰＣ、ＲＣ)
防 潮 堤

下水道、用排水路、共同溝、地下貯留施設等

モ ジ ュ ラ ー チ
ビ ッ グ ボ ッ ク ス

アンダーパス道路及び水路等

工事その他 ――― 鋼材加工製品及び上記附帯工事

　(6) 主要な営業所及び工場（平成30年３月31日現在）

　 ① 当社

ジ オ ス タ ー 株 式 会 社

本 社 東京都文京区小石川一丁目28番１号

支 店
仙台支店（宮城県仙台市）、名古屋支店（愛知県名古屋市）、大
阪支店（大阪府大阪市）、九州支店（福岡県福岡市）

工 場
東松山工場（埼玉県東松山市）、茨城工場（茨城県稲敷市）、君
津事業所（千葉県君津市）、金谷工場（静岡県島田市）、橋本工
場（和歌山県橋本市）、福岡工場（福岡県飯塚市）

　
　 ② 子会社

ジオファクト株式会社

本 社 埼玉県東松山市

事業所
東松山事業所（埼玉県東松山市）、金谷事業所（静岡県島田市）、
橋本事業所（和歌山県橋本市）、福岡事業所（福岡県飯塚市）、
和泉事業所（千葉県千葉市）

GEOSTR-RV PTE.LTD. 本 社 シンガポール

GEOSTR RV (M) SDN.BHD.
本 社
工 場

マレーシア
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　(7) 使用人の状況（平成30年３月31日現在）

　 ① 企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

647（2）名 19（－）名

(注）使用人数は就業員数であり、臨時社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　 ② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

311（2）名 16（－）名 45.0歳 14.8年

(注) 使用人数は就業員数であり、臨時社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しておりま
す。

　

　(8) 主要な借入先の状況（平成30年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株式会社三井住友銀行、株式会社福岡銀行
（シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン）

1,000百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,060百万円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,040百万円

　

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　 該当事項はありません。
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２．株式に関する事項（平成30年３月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 56,800,000株

(2) 発行済株式の総数 31,530,000株（自己株式 245,033株を含む）

(3) 株主数 2,807名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

新 日 鐵 住 金 株 式 会 社 12,729千株 40.7％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,732 11.9

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,890 6.0

阪 和 興 業 株 式 会 社 1,511 4.8

UBS AG LONDON A/C IPB SEGREGATED CLIENT ACCOUNT 1,061 3.4

日 鉄 住 金 物 産 株 式 会 社 838 2.7

エ ム エ ム 建 材 株 式 会 社 750 2.4

伊藤忠丸紅住商テクノスチール株式会社 429 1.4

資産管理サービス信託銀行株式会社
（証 券 投 資 信 託 口）

326 1.0

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 286 0.9

(注）１．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
２．株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループから平成30年２月５日付で公衆の縦覧に供

されている大量保有報告書において、平成30年１月29日現在で三菱ＵＦＪ信託銀行株式会
社が1,051千株（保有割合3.34%）、その共同保有者である三菱ＵＦＪ国際投信株式会社が
528千株（1.68%）を保有している旨が記載されております。しかし、当社として当事業年
度末における実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主には含めておりません。

３．新株予約権等に関する事項
　 該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
　(1) 取締役及び監査役の状況（平成30年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 端 山 真 吾

取 締 役 藤 原 知 貴 常務執行役員経営管理本部長

取 締 役 河 原 繁 夫 常務執行役員技術統括本部長

取 締 役 平 川 高 之 常務執行役員営業統括本部長

取 締 役 藤 野 豊 常務執行役員技術統括副本部長

取 締 役 栗 山 実 則 相談役

取 締 役 里 嘉 郎 新日鐵住金株式会社建材事業部建材営業部長

取 締 役 川 村 伊知良

取 締 役 土 岐 敦 司
株式会社丸山製作所社外取締役監査等委員
味の素株式会社社外監査役

常 勤 監 査 役 橋 本 昌 樹

監 査 役 赤 尾 賢 明 新日鐵住金株式会社建材事業部建材営業部土木建材・加工室長

監 査 役 川野輪 政 浩 株式会社熊谷組管理本部財務部長

監 査 役 石 川 敦

(注) １．取締役川村伊知良氏及び取締役土岐敦司氏は、社外取締役であります。
２．監査役川野輪政浩氏及び監査役石川敦氏は、社外監査役であります。
３．監査役川野輪政浩氏は、長年にわたり株式会社熊谷組経理部門で経理業務の経験を重ねて

きており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
４．監査役石川敦氏は、金融機関における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。
５．当社は川村伊知良氏、土岐敦司氏、川野輪政浩氏及び石川敦氏を株式会社東京証券取引所

の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
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　(2) 事業年度中に退任した取締役及び監査役

氏 名 退 任 日 退 任 事 由 退任時の地位・担当及び重要な兼職の状況

武 田 信 一 平成29年６月28日 任 期 満 了 取締役社長付

堂 園 洋 介 平成29年６月28日 任 期 満 了 取締役社長付

竹 本 直 人 平成29年６月28日 任 期 満 了
監査役
新日鐵住金株式会社建材事業部建材営業部土木
建材・加工室長

　

　(3) 責任限定契約の内容の概要

　取締役里嘉郎氏、川村伊知良氏、土岐敦司氏、監査役橋本昌樹氏、赤尾賢明氏、

川野輪政浩氏、及び石川敦氏は当社と会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第432条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。

　

　(4) 取締役及び監査役の報酬等

　 当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 報酬等の額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

10名
（ 2名）

135,432千円
（7,200）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

3名
（ 2名）

26,703千円
（7,200）

合 計 　13名 162,135千円

(注) １．上記には、平成29年６月28日開催の第48回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役
２名を含んでおります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
３．取締役の報酬限度額は、平成28年６月28日開催の第47回定時株主総会において年額260百万

円以内（うち社外取締役分は年額20百万円以内）（ただし、使用人分給与は含まない。）と
決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成28年６月28日開催の第47回定時株主総会において年額50百万
円以内と決議いただいております。

５．上記の報酬等の総額には、当事業年度における役員退職慰労金の繰入額30,612千円（取締
役８名に対し28,272千円、監査役１名に対し2,340千円）が含まれております。

６．上記報酬等の額のほか、平成29年６月28日開催の第48回定時株主総会決議に基づき、役員
退職慰労金を退任取締役２名に対して29,212千円支給しております。

７．上記報酬等の額のほか、社外役員が当社親会社の子会社から役員として受けた報酬額は
7,000千円です。
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　(5) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人

等との関係

・監査役川野輪政浩氏は、株式会社熊谷組の管理本部財務部長を兼職してお

ります。

・当社は、監査役川野輪政浩氏の兼職先である株式会社熊谷組との間に製品

販売等の取引関係があります。

　

② 他の法人等の社外役員等としての重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人

等との関係

・取締役土岐敦司氏は、株式会社丸山製作所の社外取締役監査等委員並びに

味の素株式会社の社外監査役を兼職しております。

・当社は、取締役土岐敦司氏の兼職先である株式会社丸山製作所並びに味の

素株式会社との間に特別な関係はありません。

　 ③ 当事業年度における主な活動状況

　 ・取締役会及び監査役会への出席状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 川 村 伊知良
当事業年度に開催された取締役会16回全てに出席し、議案審議等に必要
な発言を適宜行っております。

取 締 役 土 岐 敦 司
当事業年度に開催された取締役会16回のうち13回出席し、議案審議等に
必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 川野輪 政 浩
当事業年度に開催された取締役会16回、監査役会13回全てに出席し、議
案審議等に必要な発言を適宜行っております。

監 査 役 石 川 敦
当事業年度に開催された取締役会16回、監査役会13回全てに出席し、議
案審議等に必要な発言を適宜行っております。
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５．会計監査人に関する事項
　(1) 名称

　 有限責任 あずさ監査法人

　

　(2) 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 24,500千円

(注） １．会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由は、会計監査人の監査計画の内容、
職務執行状況及び報酬見積りの算出根拠等を確認した結果、会計監査人の報酬等の額は妥
当であると判断し、会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当
事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　

　(3) 非監査業務の内容

　 該当事項はありません。

　

(4) 子会社の監査に関する事項

　当社の子会社であるGEOSTR-RV PTE.LTD.及びGEOSTR RV (M) SDN.BHD.は、当社

の会計監査人以外の監査法人による監査を受けております。

　

　(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　会社は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、会計

監査人の職務執行に関する公正さの確保が困難と認められる事情が判明し、当該

会計監査人による監査の継続が不適当であると判断される場合には、会社法第344

条第１項及び第３項に準じて、当該会計監査人の解任又は不再任ならびに新たな

会計監査人を選任する議案に関する監査役会の決定を受け、株主総会に提出する

方針としております。
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６．業務の適正を確保するための体制
当社は、平成27年４月24日開催の取締役会において会社法第362条及び会社法施

行規則第100条に基づき、内部統制システムの基本方針を決議し、平成28年４月28

日開催の取締役会にて一部改定いたしました。

その内容は下記のとおりとなっております。

　

　［内部統制システムについての基本的な考え方］

　当社は、「ジオスター企業理念・行動指針」に基づき、企業価値の継続的な向上

を図りつつ、社会から信頼される企業の実現を目指す。また、関連法規を遵守し、

財務報告の信頼性と業務の有効性・効率性を確保するため、以下のとおり内部統

制システムを整備し、適切に運用するとともに、企業統治を一層強化する観点か

ら、その継続的改善に努める。

　

(1) 当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　取締役会は、取締役会規程その他の規程に基づき、経営上の重要事項について

決定を行い、または報告を受ける。

　業務を執行する取締役（「業務執行取締役」）は、取締役会における決定に基づ

き、各々の業務分担に応じて職務執行を行い、使用人の職務執行を監督するとと

もに、その状況を取締役会に報告する。

　

　(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社は、取締役会議事録をはじめとする職務執行上の各種情報について、情報

管理に関する規程に基づき、管理責任者の明確化、守秘区分の設定等を行った上

で、適切に保管する。

　また、経営計画、財務情報等の重要な企業情報について、法令等に定める方法

のほか、適時・的確な開示に努める。

　

　(3) 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　各本部長及び事業部長は、自部門における事業上のリスクの把握・評価を行い、

組織規程・業務分掌規程において定められた権限・責任に基づき業務を遂行する。

　安全衛生、環境・防災、情報管理、知的財産、品質管理、財務報告の信頼性等

に関する各リスクについては、当該担当部門（各機能部門）が全社横断的観点か

ら規程等を整備し、各本部及び各事業部に周知するとともに、各本部及び各事業

部におけるリスク管理状況をモニタリング等を通じて把握・評価し、指導・助言

を行う。

　経営に重大な影響を与える事故・災害・コンプライアンス問題等が発生した場
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合、業務執行取締役は、損害・影響等を最小限にとどめるため、「危機管理本部」

等を直ちに招集し、必要な対応を行う。

　

　(4) 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　経営計画・事業戦略や設備投資・投融資等の重要な個別執行事項については、

経営会議等の審議を経て、取締役会において執行決定を行う。

　取締役会等での決定に基づく業務執行は、各業務執行取締役、各執行役員、各

本部長及び各事業部長等が遂行する。

　

(5) 当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社は、自律的内部統制を基本とした内部統制システムを構築・整備する。

　本部長及び各事業部長は、各組織の自律的内部統制システムを整備するととも

に、法令及び規程の遵守・徹底を図り、業務上の法令違反行為の未然防止に努め

る。また、法令及び規程遵守のための定期的な講習会の実施やマニュアルの作

成・配付等、社員に対する教育体制を整備・充実し、法令違反のおそれのある行

為・事実を認知した場合、すみやかに経営管理本部長及び内部監査室長に報告す

る。

　内部監査室長は、社全体の内部統制システムの整備・運用状況を確認し、各本

部及び各事業部における法令及び規程遵守状況を把握・評価するとともに、法

令・規程違反の防止策等の必要な措置を講じさせる。さらに、これらの内容につ

いてはリスクマネジメント委員会に報告するとともに、重要事項については、経

営会議及び取締役会に報告する。

　経営管理本部長は、法令・規程違反の防止策に関し関係部門と協議し、必要な

措置を講じる。さらに、業務遂行上のリスクに関する相談・通報を受け付ける内

部通報制度を設置・運用する。

　社員は、法令及び規程を遵守し、適正に職務を行う義務を負う。法令違反行為

等を行った社員については、就業規則に基づき懲戒処分を行う。

　

　(6) 当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保

するための体制

　当社及び各グループ会社は、「ジオスター企業理念・行動指針」に基づき、各社

の事業特性を踏まえつつ、事業戦略を共有し、グループ一体となった経営を行う

とともに、業務運営方針等を社員に対し周知・徹底する。

　当社は、グループ会社の管理に関して関係会社管理規程において基本的なルー

ルを定め、その適切な運用を図る。グループ会社は、自律的内部統制を基本とし

た内部統制システムを構築・整備するとともに、当社との情報の共有化等を行い、

内部統制に関する施策の充実を図る。経営管理本部は子会社主管部門として、各
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グループ会社の内部統制の状況を確認するとともに、必要に応じ改善のための支

援を行う。

　経営管理本部長、内部監査室長は、各機能部門と連携し、当社グループ全体の

内部統制の状況を把握・評価する。経営管理本部長は、これに基づき各グループ

会社に対し、指導・助言を行う。

　具体的な体制は以下のとおりとする。

イ．グループ会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

経営管理本部は、各グループ会社における事業計画、重要な事業方針、決算

等、当社の連結経営上または各グループ会社の経営上の重要事項について、各

グループ会社に対し報告を求めるとともに、助言等を行う。

ロ．グループ会社の損失の危険に関する規程その他の体制

経営管理本部は、各グループ会社におけるリスク管理状況につき、各グルー

プ会社に対し報告を求めるとともに、助言等を行う。

ハ．グループ会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

経営管理本部は、各グループ会社の業績評価を行うとともに、マネジメント

に関する支援を行う。

ニ．グループ会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

経営管理本部は、各グループ会社における法令遵守及び内部統制の整備・運

用状況につき、各グループ会社に対し報告を求めるとともに、必要な支援・助

言等を行う。また、各グループ会社における法令違反のおそれのある行為・事

実について、各グループ会社に対し報告を求めるとともに、すみやかに内部監

査室長に報告する。

当社の親会社との契約・取引条件は、その他顧客との取引における契約条件

や市場価格を参考に合理的に決定する。

　

　(7) 監査役の監査に関する事項

　当社の取締役、執行役員、本部長、事業部長及びその他の使用人等は、職務執

行の状況、経営に重要な影響をおよぼす事実等の重要事項について、適時・適切

に監査役または監査役会に直接または内部監査室等当社関係部門を通じて報告す

るとともに、内部統制システムの運用状況等の経営上の重要事項についても、取

締役会、経営会議、リスクマネジメント委員会等において報告し、監査役と情報

を共有する。

　グループ会社の取締役、監査役、使用人等は各グループ会社における職務執行

の状況、経営に重要な影響をおよぼす事実等の重要事項について、適時・適切に

当社の監査役または監査役会に直接または内部監査室等当社関係部門を通じて報
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告する。

　当社は、これらの報告をした者に対し、内部通報に関する規程等に基づき、報

告したことを理由とする不利な取扱いを行わない。

　内部監査室長は、監査役と定期的にまたは必要の都度、内部統制システムの運

用状況等に関する意見交換を行う等、連携を図る。

　経営管理本部長は、内部通報制度の運用状況について監査役に報告する。

　監査役からの求めに応じて、監査役の職務を補助するため使用人を配置する。

当該使用人の取締役からの独立性を確保するため、当該使用人は監査役の指示の

下で業務を行う。当該使用人の人事異動・評価等について、経営管理本部長は監

査役と協議する。

　当社は、監査役の職務執行上必要と認める費用を予算に計上する。また、監査

役が緊急または臨時に支出した費用については、事後、監査役の償還請求に応じ

る。

　［反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方］

　当社グループは、反社会的勢力からの不当要求に対しては毅然とした態度で臨

み、同勢力からの不当要求を断固として拒絶することを基本方針とする。

　反社会的勢力による不当要求への対応を統括する部署は経営管理本部総務チー

ムとし、当該部署は平素から反社会的勢力に関する情報収集・管理を行う。また、

不当要求防止責任者を選任しており、警察等外部専門機関、顧問弁護士との緊密

な連携関係を構築するとともに、緊急時の指導、相談、援助体制を整えている。
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７．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　（1）運用体制

　当社グループにおける内部統制システムの運用体制として、内部統制企画を担

当する総務チーム（２名）、内部監査を担当する内部監査室（専任３名、兼務１

名）、及び当社各部門・グループ会社における自律的内部統制活動の企画・推進を

担当するモニタリング推進者（14名）を配置しております。

　この体制の下、内部監査室、各部門・グループ会社が連携し、以下のとおり内

部統制システムの運用を行っております。

　（2）具体的な運用状況

　 ① 内部統制計画

　法令改正や経営環境変化等を踏まえ、３月に当社グループ全体の内部統制計画

及び社内監査関係業務スケジュールを策定しております。この計画には年度運営

方針、安全・衛生・環境・防災・品質等の機能別計画、内部監査計画及び教育計

画が含まれております。

　 ② 自律的内部統制活動

　内部統制計画に従い、当社各部門・各グループ会社が業務の特性と内在するリ

スクを踏まえ、自律的に内部統制活動を実施しております。具体的には、社内規

程・マニュアル等の整備・教育、自主点検・第三者モニタリングの実行、及びそ

の結果を踏まえた業務の改善等を行います。

　事故・災害及び法令違反のおそれのある事実等が発生した場合、当該部門・グ

ループ会社は直ちに経営管理本部長及び内部監査室長に報告するとともに、関係

部門と連携し、再発防止策等の是正措置を講じております。また、これらの事例

は、当社グループ内で共有化するとともに、各部門・グループ会社において類似

リスクの点検を実施しております。

　 ③ 内部監査等

　内部監査については、内部統制チェックリスト等の書面による内部統制状況の

確認のほか、当社各部門・グループ会社へのモニタリング等を内部監査室が実施

しております。

　また、内部統制を補完する施策として、当社・グループ会社の社員及びその家

族、取引先社員等を対象とした内部通報・相談窓口を設置・運用するとともに、

当社において、社員意識調査アンケートを実施しております。
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　 ④ 評価・改善

　内部統制システムの運用状況については、四半期毎に開催するリスクマネジメ

ント委員会及び経営会議に報告を行い、各部門・グループ会社とも共有しており

ます。

　また、各年度の内部統制システムの有効性評価については、内部統制活動の実

施状況や内部監査の結果等に基づき、年度末時点における評価結果を取りまとめ

た上で、リスクマネジメント委員会、経営会議及び取締役会に報告しております。

　これらの評価結果に基づき、内部統制システムの有効性向上に資する改善策を

策定し、内部統制計画に反映しております。

　 ⑤ 教育・啓発

　人材育成計画における階層・職種別教育に内部統制に関する講座を設定し、当

社及びグループ会社役職員の教育を実施しております。また、経営管理本部・内

部監査室と各部門・グループ会社との対話を通じた内部統制の考え方や職場風土

の改善等に関する啓発にも積極的に取り組んでおります。

　 ⑥ 監査役・会計監査人との連携

　内部監査室は、監査役と毎月連絡会を実施し、情報共有と連携に努めるととも

に、リスクマネジメント委員会において報告及び意見交換を行っております。会

計監査人との間ではリスクマネジメント委員会の運営状況や財務報告に係る内部

統制の評価結果等について定期的及び必要の都度、報告及び意見交換を行ってお

ります。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成30年３月31日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

預 け 金

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

23,346,028

852,201

998,831

8,744,614

3,723,685

2,975,818

1,672,061

474,142

3,617,537

287,136

10,924,856

9,485,086

2,220,916

2,666,166

4,212,880

34,745

66,402

283,975

94,856

94,856

1,344,913

1,208,051

153,464

△16,602

流 動 負 債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短 期 借 入 金

前 受 金

リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 金

賞 与 引 当 金

受 注 損 失 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

退 職 給 付 に 係 る 負 債

資 産 除 去 債 務

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

14,627,860

5,738,044

3,818,632

1,015,685

13,649

797,585

124,201

2,330,633

537,598

4,267

247,560

1,274,041

200,000

21,435

108,145

398,730

88,728

445,930

11,069

負 債 合 計 15,901,901

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

為 替 換 算 調 整 勘 定

退職給付に係る調整累計額

非 支 配 株 主 持 分

18,009,579

3,352,250

4,384,580

10,301,419

△28,670

323,251

490,632

△46,631

△120,748

36,151

純 資 産 合 計 18,368,983

資 産 合 計 34,270,885 負 債 純 資 産 合 計 34,270,885
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連 結 損 益 計 算 書

（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 33,640,178

売 上 原 価 26,689,408

売 上 総 利 益 6,950,770

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,563,115

営 業 利 益 3,387,655

営 業 外 収 益 32,928

受 取 利 息 及 び 配 当 金 14,210

そ の 他 18,718

営 業 外 費 用 33,529

支 払 利 息 19,584

そ の 他 13,944

経 常 利 益 3,387,055

特 別 利 益 917

投 資 有 価 証 券 売 却 益 52

固 定 資 産 売 却 益 865

特 別 損 失 100,670

減 損 損 失 21,718

固 定 資 産 除 売 却 損 39,108

訴 訟 関 連 損 失 39,844

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 3,287,302

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,214,975

法 人 税 等 調 整 額 △156,411

当 期 純 利 益 2,228,737

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 30,154

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2,198,583
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連結株主資本等変動計算書

（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成29年４月１日 残高 3,352,250 4,384,580 8,681,608 △28,670 16,389,768

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △578,771 △578,771

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,198,583 2,198,583

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － － 1,619,811 － 1,619,811

平成30年３月31日 残高 3,352,250 4,384,580 10,301,419 △28,670 18,009,579

　

その他の包括利益累計額
非支配株主

持分
純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

平成29年４月１日 残高 317,302 △54,022 △200,631 62,648 △1,104 16,451,312

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △578,771

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

2,198,583

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

173,329 7,391 79,882 260,603 37,255 297,859

連結会計年度中の変動額合計 173,329 7,391 79,882 260,603 37,255 1,917,670

平成30年３月31日 残高 490,632 △46,631 △120,748 323,251 36,151 18,368,983
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月10日

ジオスター株式会社

　 取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田 島 祥 朗 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 新 村 久 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ジオスター株式会社の平成29年４月１日

から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない

連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査

の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな

いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する

ことを求めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示

のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表

明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監

査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、ジオスター株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る

期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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貸 借 対 照 表
(平成30年３月31日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

預 け 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

製 品

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工 具、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

22,272,214

193,004

998,831

259,839

8,290,701

201,518

3,527,483

778,391

2,922,978

863,068

82,060

435,987

3,531,955

186,392

9,596,497

7,993,729

1,009,512

928,674

2,341,845

46,383

250,167

3,322,201

66,402

28,542

74,672

42,639

15,184

16,849

1,528,095

1,201,251

214,032

59,710

15,651

54,052

△16,602

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

工 事 未 払 金

短 期 借 入 金

１年内返済予定の長期借入金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

前 受 金

預 り 金

賞 与 引 当 金

受 注 損 失 引 当 金

そ の 他

固 定 負 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

資 産 除 去 債 務

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

13,712,327

1,101,129

4,433,569

5,137

2,210,000

1,000,000

2,314,494

793,462

124,060

957,952

208,724

363,721

4,267

195,805

687,670

200,000

205,624

106,230

80,869

64,785

30,161
負 債 合 計 14,399,998

純 資 産 の 部
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

自 己 株 式

評 価 ・ 換 算 差 額 等

その他有価証券評価差額金

16,825,075

3,352,250

4,384,580

2,868,896

1,515,683

9,206,673

169,115

9,037,557

25,036

3,900,000

5,112,521

△118,427

643,637

643,637
純 資 産 合 計 17,468,713

資 産 合 計 31,868,711 負 債 純 資 産 合 計 31,868,711
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損 益 計 算 書

（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 32,197,901

売 上 原 価 25,635,771

売 上 総 利 益 6,562,129

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,341,811

営 業 利 益 3,220,318

営 業 外 収 益 27,209

受 取 利 息 及 び 配 当 金 13,264

そ の 他 13,945

営 業 外 費 用 21,558

支 払 利 息 7,805

そ の 他 13,753

経 常 利 益 3,225,969

特 別 利 益 892

投 資 有 価 証 券 売 却 益 52

固 定 資 産 売 却 益 839

特 別 損 失 341,402

関 係 会 社 株 式 評 価 損 241,635

減 損 損 失 21,718

固 定 資 産 除 売 却 損 38,203

訴 訟 関 連 損 失 39,844

税 引 前 当 期 純 利 益 2,885,459

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,199,179

法 人 税 等 調 整 額 △175,360

当 期 純 利 益 1,861,641
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株主資本等変動計算書

（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰 余 金

平成29年４月１日 残高 3,352,250 2,868,896 1,515,683 4,384,580 169,115 25,840 3,900,000 3,828,848 7,923,803

事 業 年 度 中 の 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 △803 803 -

剰 余 金 の 配 当 △578,771 △ 578,771

当 期 純 利 益 1,861,641 1,861,641

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 - - - - - △803 - 1,283,672 1,282,869

平成30年３月31日 残高 3,352,250 2,868,896 1,515,683 4,384,580 169,115 25,036 3,900,000 5,112,521 9,206,673

　

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計

自 己 株 式 株主資本合計
その他有価証券

評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算

差 額 等 合 計

平成29年４月１日 残高 △118,427 15,542,206 470,307 470,307 16,012,514

事 業 年 度 中 の 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 - -

剰 余 金 の 配 当 △578,771 △578,771

当 期 純 利 益 1,861,641 1,861,641

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額(純額)

173,329 173,329 173,329

事業年度中の変動額合計 - 1,282,869 173,329 173,329 1,456,199

平成30年３月31日 残高 △118,427 16,825,075 643,637 643,637 17,468,713
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成30年５月10日

ジオスター株式会社
　 取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田 島 祥 朗 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 新 村 久 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ジオスター株式会社の平成29年４

月１日から平成30年３月31日までの第49期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な

虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し

た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附

属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ

の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適

正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細

書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第49期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議

の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとお

り報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職

務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた、監査の方針、職務の分担等に従い、取締

役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査

の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の

執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等

を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたし

ました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通

及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団

の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第

１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決

議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び

使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に

応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを

監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の

遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各

号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業

会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を

求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算

書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及び

その附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結

株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し

く示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する

重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務

の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④ 事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をするに

当たり当社の利益を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の利益

を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由について、指摘

すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

　 平成30年５月11日

ジオスター株式会社 監査役会
常勤監査役 橋 本 昌 樹 ㊞

監 査 役 赤 尾 賢 明 ㊞

社外監査役 川野輪 政 浩 ㊞

社外監査役 石 川 敦 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
　

第１号議案 剰余金処分の件

　当社グループは適正な利潤の確保に努め、健全な発展と永続性を目指し、収益状

況に対応した安定適正な配当維持に努力することを基本方針としております。また

内部留保を充実し、企業体質の強化と将来の事業展開に備えたいと考えております。

　かかる方針を踏まえまして、当期の剰余金の処分につきましては、次のとおりと

いたしたいと存じます。

　 ① 配当財産の種類

　 金銭といたします。

　 ② 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

　 当社普通株式１株につき金16円といたしたいと存じます。

　 なお、この場合の配当総額は500,559,472円となります。

　 また、当社は平成29年12月に１株につき５円の中間配当を実施しております

ので、当期の年間配当金は１株につき21円となります。

　 ③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成30年６月28日といたしたいと存じます。

　

第２号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由

　「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律等の

一部を改正する法律（平成27年法律第73号）」が平成27年９月30日に施行され、特定

労働者派遣事業と一般労働者派遣事業の区別が廃止されましたので、事業の現状に

即した目的事項に整理するため、現行定款第２条（目的）の変更を行うものであり

ます。
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２．変更の内容

　変更の内容は以下のとおりであります。

（下線は変更箇所を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

（目的） （目的）

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的と

する。

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的と

する。

1.プレキャストコンクリート工法ならびに

現場打ち工法による土木用品および建築

用品の製造および販売。

1. （現行どおり）

2.上記製品の製造用設備器具の製作販売。 2. （現行どおり）

3.軽、重鉄鋼等の応用製品の製造、加工、

販売。
3. （現行どおり）

4.土木、建築等建設工事の請負、ならびに

設計、施工、監理。
4. （現行どおり）

5.棒鋼、形鋼、鋼板、線材製品、建設用資

機材の売買。
5. （現行どおり）

6.特定労働者派遣事業。 　 （削除）

7.不動産業務に関する業務。 6. （現行どおり）

8.前各号に附帯する事業。 7. （現行どおり）

第３号議案　取締役８名選任の件

　取締役全員（９名）は、本定時株主総会終結の時をもって任期満了となります。

つきましては、経営体制の効率化のために１名減員し、８名の選任をお願いするも

のであります。

　 取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位・担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

１ 端　山　真　吾
は やま しん ご

(昭和33年８月22日生)

昭和57年４月 新日本製鐵株式會社(現新日鐵住金株
式会社)入社

3,800株

平成18年４月 同社大分製鐵所生産管理部部長
平成21年４月 同社上海事務所長
平成24年10月 住友金属工業株式会社との経営統合に

より新日鐵住金株式会社となる
同社物流部長

平成27年４月 同社参与物流部長
平成29年４月 当社常任顧問
平成29年６月 当社代表取締役社長

(現任)
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位・担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

２ 藤　原　知　貴
ふじ わら とも たか

(昭和33年９月29日生)

昭和58年４月 新日本製鐵株式會社(現新日鐵住金株
式会社)入社

4,900株

平成21年11月 同社建材事業部建材営業部部長
平成24年４月 当社執行役員経営管理部長兼総務チー

ムリーダー兼内部監査室長
平成25年４月 当社執行役員経営管理部長兼内部監査

室長兼海外事業企画室管掌
平成25年６月 当社取締役執行役員経営管理部長兼内

部監査室長兼海外事業企画室管掌
平成26年６月 当社取締役執行役員経営管理部長兼海

外事業企画室管掌
平成27年４月 当社取締役常務執行役員経営管理部長

兼海外事業企画室管掌
平成28年４月 当社取締役常務執行役員経営管理本部

長
(現任)

３ 河　原　繁　夫
かわ はら しげ お

(昭和28年10月27日生)

昭和53年４月 新日本製鐵株式會社(現新日鐵住金株
式会社)入社

9,300株

平成15年４月 同社大阪支店部長
平成20年４月 当社参与セグメント事業部部長
平成21年４月 当社執行役員技術部長兼セグメント事

業部部長
平成23年４月 当社常務執行役員技術部長兼土木・セ

グメント事業部部長
平成24年４月 当社常務執行役員技術部長
平成26年６月 当社取締役常務執行役員技術部長
平成28年４月 当社取締役常務執行役員技術統括副本

部長
平成29年４月 当社取締役常務執行役員技術統括本部

長
(現任)

４
平　川　高　之
ひら かわ たか ゆき

(昭和30年１月１日生)

昭和52年４月 新日本製鐵株式會社(現新日鐵住金株
式会社)入社

4,100株

平成６年４月 同社建材営業部門建材営業部加工製品
グループマネージャー

平成22年４月 東京エコン建鉄株式会社参与営業本部
副本部長

平成22年10月 同社参与営業本部長
平成23年10月 当社執行役員土木・セグメント事業部

営業チーム部長
平成26年４月 当社執行役員土木・セグメント営業副

部長
平成27年４月 当社常務執行役員土木・セグメント営

業副部長
平成29年４月 当社常務執行役員営業統括本部長
平成29年６月 当社取締役常務執行役員営業統括本部

長
(現任)
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位・担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

５
藤　野
ふじ の

　 豊
ゆたか

(昭和30年10月１日生)

昭和54年４月 当社入社

4,700株

平成17年７月 当社セグメント事業部セグメント営業
部部長

平成22年４月 当社土木・セグメント事業部技術チー
ムリーダー（部長）

平成24年４月 当社執行役員土木・セグメント事業部
技術チームリーダー

平成26年４月 当社執行役員土木・セグメント営業副
部長

平成28年４月 常務執行役員技術統括副本部長
平成29年６月 取締役常務執行役員技術統括副本部長

(現任)

６
堀　田
ほっ た

　 穣
ゆたか

(昭和41年５月19日生)

平成２年４月 新日本製鐵株式會社(現新日鐵住金株
式会社)入社

― 株

平成23年４月 同社薄板事業部薄板営業部建材薄板グ
ループリーダー

平成24年10月 住友金属工業株式会社との経営統合に
より新日鐵住金株式会社となる
同社薄板事業部薄板営業部建材薄板室
長

平成28年４月 同社広畑製鐵所工程業務部長
平成30年４月 同社建材事業部建材営業部長

(現任）

(重要な兼職の状況)
新日鐵住金株式会社建材事業部建材営
業部長

７
土　岐　敦　司
と き あつ し

(昭和30年５月19日生)

昭和58年４月 弁護士登録(第一東京弁護士会)(現任)

― 株

平成元年４月 奥平・土岐法律事務所パートナー
平成９年４月 明哲綜合法律事務所(現成和明哲法律

事務所)代表
平成13年12月 株式会社丸山製作所社外監査役
平成20年３月 成和明哲法律事務所パートナー(現任)
平成27年12月 株式会社丸山製作所社外取締役監査等

委員（現任）
平成28年６月 味の素株式会社社外監査役（現任）
平成28年６月 当社取締役（現任）

(重要な兼職の状況)
株式会社丸山製作所社外取締役監査等
委員
味の素株式会社社外監査役
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位・担当
及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

８
高　木　一　美
たか ぎ かず み

(昭和27年10月９日生)

昭和50年10月 新和海運株式会社(現ＮＳユナイテッ
ド海運株式会社)入社

― 株

平成13年７月 同社不定期船グループリーダー
平成19年６月 同社執行役員
平成21年６月 同社常務執行役員
平成22年10月 日鉄海運株式会社との経営統合により

ＮＳユナイテッド海運株式会社となる
同社常務執行役員

平成23年６月 同社取締役常務執行役員
平成27年６月 ＮＳユナイテッド内航海運株式会社代

表取締役社長
平成29年６月 同社取締役相談役

(現任）

(注) １．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．土岐敦司及び高木一美の両氏は、社外取締役候補者であります。両氏は、株式会社東京証

券取引所の定めに基づく独立役員の候補者であります。
３．候補者の堀田穣氏は、現在親会社である新日鐵住金株式会社の業務執行者であります。な

お、新日鐵住金株式会社における地位及び担当につきましては、「略歴、当社における地
位・担当及び重要な兼職の状況」に記載のとおりであります。

４．堀田穣氏の取締役選任が承認可決された場合は、当社は堀田穣氏との間で会社法第427条第
１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する予定であ
り、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める額とします。

５．候補者土岐敦司氏は、当社の特定関係事業者である日鉄住金テックスエンジ株式会社の社
外監査役であります。

６．土岐敦司氏を社外取締役候補者とした理由は、弁護士としての経験・識見が豊富であり、
法令を含む企業社会全体を踏まえた客観的視点で、独立性をもって経営の監視を行うのに
適任であることから、取締役会の透明性の向上及び監督機能の強化に繋がるものと判断し、
社外取締役として選任をお願いするものであります。なお、同氏は、社外取締役または社
外監査役となること以外の方法で会社経営に関与したことはありませんが、上記の理由に
より、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

７．土岐敦司氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、
本定時株主総会終結をもって２年となります。

８．当社と土岐敦司氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責
任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任額は法令の定める額として
おります。本定時株主総会において同氏が再選され再任した場合は、同契約を継続する予
定であります。

９．候補者高木一美氏は、過去５年間に当社の特定関係事業者であるＮＳユナイテッド海運株
式会社の取締役でありました。

10．高木一美氏を社外取締役候補者とした理由は、ＮＳユナイテッド内航海運株式会社の代表
取締役社長を務められるなど、経営者としての豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の
経営全般に助言をいただくことで、当社の経営体制がさらに強化できると判断し、社外取
締役として選任をお願いするものであります。

11．高木一美氏の社外取締役選任が承認可決された場合は、当社は高木一美氏との間で会社法
第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結する
予定であり、当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令の定める額といたします。
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第４号議案 退任取締役に対する退職慰労金贈呈の件

　本定時株主総会終結の時をもって、任期満了により取締役を退任いたします栗山

実則氏に対しその在任中の労に報いるため、当社所定の基準に従い相当額の範囲内

で退職慰労金を贈呈いたしたいと存じます。なお、その具体的な金額、贈呈の時期、

方法等は取締役会にご一任願いたいと存じます。

　退任取締役の略歴は次のとおりであります。

氏 名 略 歴

　 栗　山
くり やま

　実
み

　則
のり

平成23年６月 当社取締役副社長

平成24年４月 当社代表取締役社長

平成29年６月 当社取締役相談役 現在に至る

以 上
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Ａ５

小石川桜ビル６階　本社会議室
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８
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４

東京ドーム

工芸高校ＪＲ水道橋駅

後楽園駅

春日駅

東京

ドーム

シティ

文京
区役所

至
 駒

込

三井住友銀行

クイーンズ伊勢丹

せ
ん
か
わ
通
り

白
山
通
り

三
田
線

春
日
駅

後
楽
園
駅

水
道
橋
駅

至 大手町

株主総会会場ご案内図
　

　

〈最寄駅〉

　 ●都営地下鉄三田線、同大江戸線、春日駅（Ａ５、Ａ６出口）より徒歩６分

　 ●東京メトロ南北線、後楽園駅（８番出口）より徒歩11分

　 ●東京メトロ丸ノ内線、後楽園駅（４番出口）より徒歩13分

　 ●ＪＲ水道橋駅より徒歩18分

　 会場 小石川桜ビル６階 本社会議室

　 〒112-0002 東京都文京区小石川一丁目28番１号

　 TEL (03) 5844-1200 （代表）
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